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１ 調達改善の目的 

  防衛省においては、「調達改善の取組の推進について」（平成 25 年４月５日行政

改革推進本部決定）及び「調達改善の取組の強化について（調達改善の取組指針の

策定）」（平成 27 年１月 26日行政改革推進会議決定）を踏まえ、防衛省・自衛隊に

おける調達の特性に配慮しつつ、調達の公正性、透明性及び競争性の向上に向けた

調達改善の取組を推進することとする。 

  また、「防衛力整備計画について」（令和４年 12月 16 日国家安全保障会議決定及

び閣議決定）に示す装備品の効率的な取得等の装備調達の最適化に取り組むことと

する。 

  以上を踏まえ、その具体的な取組内容や目標等を定める「調達改善計画」を以下

のとおり策定する。 

 

２ 調達の現状分析等 

（１）調達の概要 

   防衛省・自衛隊における調達については、「中央調達」と「地方調達」に分類

される。 

   中央調達については、防衛装備庁において自衛隊の任務遂行に必要な装備品等

及び役務のうち、装備品等及び役務の調達実施に関する訓令第３条に規定する調

達を一元的に実施している。 

   一方、地方調達については、それ以外の調達物品等について大臣官房をはじめ、

全国の駐屯地・基地等に設置された 400を超える会計機関において、それぞれの

実情に応じて必要な調達を実施している。 

（２）調達経費の内訳 

   令和４年度の調達経費の内訳について、省全体の総額を中央調達と地方調達に

分類したものが表１のとおりであり、省全体の契約件数は 52,824 件、契約金額

は約３兆 1,971 億円である。そのうち、中央調達の契約件数は 5,231件、契約金

額は約１兆 7,217億円であり、全体の約５割を占めている。 

   また、調達改善計画の重点的な取組である長期契約を活用した装備品等の調達

について、輸送機（Ｃ－２）等の機体構成品の一括調達及び輸送機（Ｃ－１３０

Ｒ）のＰＢＬ（Performance Based Logistics）に係る長期契約を行ったことに

よる縮減効果は約 19億円である。  
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 表１ 令和４年度調達経費の内訳 

（単位：件、億円）

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額

公共工事 0 0 2,317 3,923 2,317 3,923 

割合 0% 0% 5% 27% 4% 12%
公共工事に係る

調査及び設計業務等 0 0 138 35 138 35 

割合 0% 0% 0% 0% 0% 0%

小　計 0 0 2,455 3,958 2,455 3,958 

割合 0% 0% 5% 27% 5% 12%

情報システム 267 1,384 0 0 267 1,384 

割合 5% 8% 0% 0% 1% 4%

電力 0 0 830 210 830 210 

割合 0% 0% 2% 1% 2% 1%

ガス 0 0 278 29 278 29 

割合 0% 0% 1% 0% 1% 0%

調査研究 4 5 119 106 123 111 

割合 0% 0% 0% 1% 0% 0%
競争的資金による研

究 0 0 51 13 51 13 

割合 0% 0% 0% 0% 0% 0%

その他 4,960 15,828 43,860 10,438 48,820 26,266 

割合 95% 92% 92% 71% 92% 82%

小　計 5,231 17,217 45,138 10,796 50,369 28,014 

割合 100% 100% 95% 73% 95% 88%

合　計 5,231 17,217 47,593 14,754 52,824 31,971 

割合 100% 100% 100% 100% 100% 100%

10% 54% 90% 46% 100% 100%

省全体

公
共
工
事
等

省全体に占める中央
調達及び地方調達の
割合

物
品
役
務
等

区　分
中央調達 地方調達

 
 （注１）上記については、「公共調達の適正化について」（平成 18 年 8 月 25 日付財計第 2017 号）に基づき、集計したデータ

により作成（少額随意契約は含まない。）。 

 （注２）中央調達とは、防衛装備庁で実施する自衛隊の任務遂行に必要な装備品等（火器、誘導武器、電気通信、船舶、航空

機、車両、機械、弾火薬類、食糧、燃料、繊維及びその他の需品）及び役務で防衛大臣の定める主要なものの調達であ

る。 

 （注３）地方調達とは、中央調達以外の大臣官房等で実施する調達である。 

 （注４）情報システムとは、パソコン、プリンタ等の周辺機器の借上げ及び購入経費である。 

 （注５）調査研究とは、防衛省の所掌事務に関する政策の企画立案に活用することを目的とする調査である。 

 （注６）競争的資金による研究とは、安全保障技術研究推進制度を活用した研究である。 

 （注７）その他の中央調達には、長期契約を活用した装備品等の調達（輸送機（Ｃ－２）等の機体構成品の一括調達（６式）：

18億円、輸送機（Ｃ－１３０Ｒ）のＰＢＬ（１式）：128億円）を含む。 

 （注８）金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。  
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（３）調達の契約種別 

   令和４年度の調達の契約種別について、契約方式別に分類したものが表２であ

り、競争性のある契約方式を採用している契約件数は 43,536件（82％）、このう

ち、競争入札を採用している契約件数は 30,298件（57％）である。 

   また、競争性のない随意契約方式を採用している契約件数は 9,288 件（18％）

である。これは、主要な装備品等及び役務の調達については、全般的に特殊な仕

様や最先端技術等が必要であることに加え、航空機製造事業法又は武器等製造法

による被許可者が限定される、装備品等を開発した外国企業からの実施権の取得

者が限定される、外国企業からの販売代理権の取得者が限定されること等により、

製造・提供できる企業が限定され、競争参加者の増加が困難なことが多く、競争

原理が働きにくい特殊性があるものと考えられる。 

   競争性のない随意契約の改善に当たっては、競争性のない随意契約となってい

る案件は防衛省・自衛隊における調達の特殊性が影響する部分もあるが、それ以

外の案件は以下の事項に留意し、調達改善の取組を推進する。 

   ア 競争性のない随意契約については、仕様書や制限的な応札条件を見直すこ

とにより、競争性のある契約方式への移行に努める。ただし、これらの見直

しが困難な場合は、企画競争や公募等による競争性のある契約方式への移行

に努める。 

   イ 競争性のない随意契約によらざるを得ない場合であっても、調達物品等の

実績資料の積極的な収集、調達数量や納入時期等を考慮し、適正な予定価格

の算定に努める。 

 

 表２ 令和４年度防衛省における調達の契約種別 

（単位：件、億円）

契約件数 契約金額

割合 割合

 競争入札 30,298 57% 7,243 23%

 企画競争による随意契約 47 0% 133 0%

 公募による随意契約 10,603 20% 9,109 28%

 不落・不調による随意契約 2,588 5% 2,898 9%

小　計 43,536 82% 19,384 61%

競争性のない随意契約 9,288 18% 12,587 39%

合　計 52,824 100% 31,971 100%

競
争
性
の
あ
る
契
約

契約方式

 
 （注１）上記については、「公共調達の適正化について」（平成 18 年 8 月 25 日付財計第 2017 号）に基づき、集計したデータ

により作成（少額随意契約は含まない。）。 

 （注２）金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
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（４）調達の応札状況 

   令和４年度の調達の応札状況について、競争入札等における応札者数別に分類

したものが表３であり、競争入札における一者応札が占める契約件数は 8,691 件

（29％）である。 

   また、令和４年度の競争契約における調達経費の内訳及び競争契約における調

達経費の内訳は表４及び表５のとおりである。 

   一者応札の改善に当たっては、一者応札となっている案件は防衛省・自衛隊に

おける調達の特殊性や地域性等の参入障壁があると考えられるが、一者応札とな

った原因等の把握をはじめ、発注条件及び仕様書の見直し、事業者の準備期間及

び契約履行期間の確保により、調達改善の取組を推進する。また、複数年にわた

って一者応札となっている案件を一般競争入札に付そうとする場合は、要因分析

や妥当性の評価の実施に努める。 

 

 表３ 令和４年度防衛省における調達の応札状況 

（単位：件、億円）

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額

競争入札 8,691 2,262 21,607 4,981 30,298 7,243 

割合 29% 31% 71% 69% 100% 100%

企画競争による
随意契約

29 87 18 46 47 133 

割合 62% 65% 38% 35% 100% 100%

公募による
随意契約

10,283 8,983 320 126 10,603 9,109 

割合 97% 99% 3% 1% 100% 100%

区　分
１者 ２者以上 合　計

 
 （注１）上記については、「公共調達の適正化について」（平成 18 年 8 月 25 日付財計第 2017 号）に基づき、集計したデータ

により作成（少額随意契約は対象外）。 

 （注２）「公募による随意契約」には、タクシーチケット供給業務等の複数者との契約を前提としているものを含む。 

 （注３）金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
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表４ 令和４年度防衛省の競争契約における調達経費の内訳 

（単位：件、億円）

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額

公共工事 0 0 2,236 3,449 2,236 3,449 

割合 0% 0% 8% 60% 7% 48%
公共工事に係る

調査及び設計業務等 0 0 117 24 117 24 

割合 0% 0% 0% 0% 0% 0%

小　計 0 0 2,353 3,473 2,353 3,473 

割合 0% 0% 8% 61% 8% 48%

情報システム 49 91 0 0 49 91 

割合 0% 2% 0% 0% 0% 1%

電力 0 0 425 126 425 126 

割合 0% 0% 0% 2% 1% 2%

ガス 0 0 184 24 184 24 

割合 0% 0% 0% 0% 1% 0%

調査研究 0 0 43 55 43 55 

割合 0% 0% 0% 1% 0% 1%
競争的資金による研

究 0 0 0 0 0 0 

割合 0% 0% 0% 0% 0% 0%

その他 2,100 1,428 25,144 2,046 27,244 3,474 

割合 0% 25% 0% 36% 90% 48%

小　計 2,149 1,519 25,796 2,251 27,945 3,771 

割合 100% 100% 92% 39% 92% 52%

合　計 2,149 1,519 28,149 5,724 30,298 7,243 

割合 100% 100% 100% 100% 100% 100%

物
品
役
務
等

区　分
中央調達 地方調達 省全体

公
共
工
事
等

 

 （注１）上記については、「公共調達の適正化について」（平成 18 年 8 月 25 日付財計第 2017 号）に基づき、集計したデータ

により作成（少額随意契約は含まない。）。 

 （注２）中央調達とは、防衛装備庁で実施する自衛隊の任務遂行に必要な装備品等（火器、誘導武器、電気通信、船舶、航空

機、車両、機械、弾火薬類、食糧、燃料、繊維及びその他の需品）及び役務で防衛大臣の定める主要なものの調達であ

る。 

 （注３）地方調達とは、中央調達以外の大臣官房等で実施する調達である。 

 （注４）情報システムとは、パソコン、プリンタ等の周辺機器の借上げ及び購入経費である。 

 （注５）調査研究とは、防衛省の所掌事務に関する政策の企画立案に活用することを目的とする調査である。 

 （注６）競争的資金による研究とは、安全保障技術研究推進制度を活用した研究である。 

 （注７）金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
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 表５ 令和４年度防衛省の競争契約における一者応札に係る調達経費の内訳 

（単位：件、億円）

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額

公共工事 0 0 542 835 542 835 

割合 0% 0% 7% 46% 6% 37%
公共工事に係る

調査及び設計業務等 0 0 13 4 13 4 

割合 0% 0% 0% 0% 0% 0%

小　計 0 0 555 839 555 839 

割合 0% 0% 7% 47% 6% 37%

情報システム 24 68 0 0 24 68 

割合 0% 4% 0% 0% 0% 3%

電力 0 0 297 8 297 8 

割合 0% 0% 0% 0% 3% 0%

ガス 0 0 91 14 91 14 

割合 0% 0% 0% 1% 1% 1%

調査研究 2 0 21 6 23 7 

割合 0% 0% 0% 0% 0% 0%
競争的資金による研

究 0 0 0 0 0 0 

割合 0% 0% 0% 0% 0% 0%

その他 734 395 6,967 932 7,701 1,328 

割合 0% 22% 0% 52% 89% 59%

小　計 760 463 7,376 960 8,136 1,423 

割合 100% 100% 93% 53% 94% 63%

合　計 760 463 7,931 1,799 8,691 2,262 

割合 100% 100% 100% 100% 100% 100%

物
品
役
務
等

区　分
中央調達 地方調達 省全体

公
共
工
事
等

 

 （注１）上記については、「公共調達の適正化について」（平成 18 年 8 月 25 日付財計第 2017 号）に基づき、集計したデータ

により作成（少額随意契約は含まない。）。 

 （注２）中央調達とは、防衛装備庁で実施する自衛隊の任務遂行に必要な装備品等（火器、誘導武器、電気通信、船舶、航空

機、車両、機械、弾火薬類、食糧、燃料、繊維及びその他の需品）及び役務で防衛大臣の定める主要なものの調達であ

る。 

 （注３）地方調達とは、中央調達以外の大臣官房等で実施する調達である。 

 （注４）情報システムとは、パソコン、プリンタ等の周辺機器の借上げ及び購入経費である。 

 （注５）調査研究とは、防衛省の所掌事務に関する政策の企画立案に活用することを目的とする調査である。 

 （注６）競争的資金による研究とは、安全保障技術研究推進制度を活用した研究である。 

 （注７）金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
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（５）取組の方向性 

   調達の実施に当たっては、長期契約を活用した装備品等の調達をはじめ、適切

な契約方式の適用や一者応札の改善等に向け、調達の公正性、透明性及び競争性

の確保・向上に係る取組を推進するとともに、競争性が働きにくい主要な装備品

等及び役務においても各種取組の推進に努める。 

   また、会計・調達手続きについて、事務の正確性や負担軽減を図るため、ＲＰ

Ａ（Robotics Process Automation）等の技術を導入し、会計・調達業務のデジタ

ル化を推進する。 

   なお、具体的な取組内容等については、「５ 調達改善への取組」（別紙１及び

別紙２）において示す。 

 

３ 自己評価の実施要領 

  調達改善計画の自己評価については、調達改善計画の取組内容に基づき、上半期

（４～９月）終了後及び年度終了後に取組状況を把握し、効果を検証した上で行い、

自己評価結果をその後の調達改善の取組や調達改善計画の策定に反映させるもの

とする。 

 

４ 調達改善の推進体制 

（１）推進体制の整備 

   調達改善計画の策定、実施状況の把握及び自己評価の実施に当たっては、別に

定める「防衛省行政事業レビュー推進チーム」を活用して実施する。 

（２）外部有識者の視点の活用 

   調達改善計画の策定及び自己評価の実施に当たっては、別に定める「防衛省行

政事業レビュー外部有識者会合」の外部有識者に意見を求めるものとする。 

 

５ 調達改善への取組 

（１）重点的な取組及び共通的な取組 

   別紙１に記載のとおり。 

（２）その他の取組 

   別紙２に記載のとおり。 

 

６ その他 

（１）取組状況等の公表 

   調達改善計画及び自己評価の結果については、防衛省ホームページにおいて公

表するものとする。 

（２）調達改善計画の見直し 

   本計画については、指針の改定や進捗状況等を踏まえ、必要が生じた場合は、

所要の見直しを行うものとする。 



重点的な取組、共通的な取組

（原則、定量的に記載）
目標達成
予定時期

定量的 定性的

・輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ）に
ついて、長期契約による一括調達
を実施する。

・防衛力整備計画における、「防衛力の
抜本的強化に当たっては、スクラップ・
アンド・ビルドを徹底して、組織定員と
装備の最適化を実施するとともに、効
率的な調達等を進めて大幅なコスト縮
減を実現してきたこれまでの努力を更
に強化していく。」との方針の下、長期
契約の適用拡大による装備品の効率
的な取得等を通じて装備調達の最適
化を図る。

A＋
令和６年

度

・長期契約を活用した一括調
達により、調達コストの縮減と
安定的な調達を確保する。

・輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７
ＪＡ）　１２機
・本特定防衛調達に関する予
算額　約２，１０６億円
・長期契約によらずに調達し
た場合の見込額　約２，４０３
億円
・縮減見込額
　約２９７億円（約１２．３％）

令和６年度中

・輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７Ｊ）に
ついて、長期契約による一括調達
を実施する。

・防衛力整備計画における、「防衛力の
抜本的強化に当たっては、スクラップ・
アンド・ビルドを徹底して、組織定員と
装備の最適化を実施するとともに、効
率的な調達等を進めて大幅なコスト縮
減を実現してきたこれまでの努力を更
に強化していく。」との方針の下、長期
契約の適用拡大による装備品の効率
的な取得等を通じて装備調達の最適
化を図る。

A＋
令和６年

度

・長期契約を活用した一括調
達により、調達コストの縮減と
安定的な調達を確保する。

・輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７
Ｊ）　５機
・本特定防衛調達に関する予
算額　約９８２億円
・長期契約によらずに調達し
た場合の見込額　約１，０６９
億円
・縮減見込額
　約８７億円（約８．１％）

令和６年度中

・ＰＡＣ―２ＧＥＭの再保証につい
て、長期契約による一括調達を実
施する。

・防衛力整備計画における、「防衛力の
抜本的強化に当たっては、スクラップ・
アンド・ビルドを徹底して、組織定員と
装備の最適化を実施するとともに、効
率的な調達等を進めて大幅なコスト縮
減を実現してきたこれまでの努力を更
に強化していく。」との方針の下、長期
契約の適用拡大による装備品の効率
的な取得等を通じて装備調達の最適
化を図る。

A＋
令和６年

度

・長期契約を活用した一括調
達により、調達コストの縮減と
安定的な調達を確保する。

・ＰＡＣ―２ＧＥＭの再保証　１
式
・本特定防衛調達に関する予
算額　約７５５億円
・長期契約によらずに調達し
た場合の見込額　約１，０６２
億円
・縮減見込額
　約３０７億円（約２８．９％）

令和６年度中

・Ｆ１１０エンジンの維持部品包括契
約について、長期契約を実施する。

・防衛力整備計画における、「防衛力の
抜本的強化に当たっては、スクラップ・
アンド・ビルドを徹底して、組織定員と
装備の最適化を実施するとともに、効
率的な調達等を進めて大幅なコスト縮
減を実現してきたこれまでの努力を更
に強化していく。」との方針の下、長期
契約の適用拡大による装備品の効率
的な取得等を通じて装備調達の最適
化を図る。

A＋
令和６年

度

・長期契約を活用することに
より、調達コストの縮減と安定
的な調達を確保する。

・Ｆ１１０エンジンの維持部品
包括契約　１式
・本特定防衛調達に関する予
算額　約６７２億円
・長期契約によらずに調達し
た場合の見込額　約７８０億
円
・縮減見込額
　約１０８億円（約１３．９％）

令和６年度中

・複数年にわたって一者応札となっ
ている案件について、業態調査等
の実施により１者応札となった要因
を分析するとともに、一般競争入札
に付そうとする場合は、妥当性を評
価する。

A
令和４年

度
・契約方式や事業者の選定
理由の透明性を確保する。

令和６年度中

・外部有識者により構成される第三
者機関である「防衛調達審議会」及
び「入札監視委員会」において、一
者応札案件に係るサンプリング調
査審議を行うとともに、フォローアッ
プを実施し、調達改善の実施状況
の把握に努め、審議内容について
はHPに公表するとともに、関係機
関と共有を図る。

B
平成20年

度
・調達手続きの公正性及び透
明性を確保する。

令和６年度中

電力調達においては、再生可能エ
ネルギー についても考慮しつつ、
競争性確保のため、企業等への幅
広い声掛けや十分な公告期間の確
保する。

B
令和３年

度
・調達の競争性を確保する。 令和６年度中

・電子調達システム（GEPS）につい
て、更なる利用促進を図るため、利
用状況を調査するとともに、事業者
に対してコスト削減や作業負担の
軽減に資する電子入札・電子契約
を推奨する旨を周知する。

B
令和２年

度

・GEPSに登録する案件につ
いては、原則として、全ての
入札公告を電子的公開とし、
電子入札を実施する。併せ
て、電子契約の利用向上に
努める。

令和６年度中

・調達手続きについて、事務の正確
性や負担軽減を図るため、ＲＰＡ
（Robotics Process Automation）等
の技術を導入し、会計・調達業務の
デジタル化を推進する。

A
令和６年

度
・事務の正確性や負担軽減を
確保する。

令和６年度中

○ 調達事務のデジタル化の推進

○
長期契約を活用した装備品等の調

達

○
調達改善に向けた審査・管理の充

実

取組の
開始年度

取組の効果(どのようなことをして、どうなったか）
実施
時期

重点的な取組の
選定理由

取組の項目

令和６年度の調達改善計画 令和６年度防衛省自己評価結果

実施した取組内容 進捗度難易度
取組の

開始年度

実施において
明らかとなった

課題等

今後の計画に反映する
際のポイント

重点的
な取組

共通的
な取組

取組の目標

難易度具体的な取組内容

別紙１



定量的 定性的

適切な随意契約の締結

継続

継続

継続

一者応札の改善

継続

継続

継続

インセンティブ契約制度の促進

継続

汎用的な物品・役務における共同調達等の有効活用

継続

建設工事の調達

継続

クレジットカード決済に関する取組

継続

【適正な契約方式の適用】
・競争性のない随意契約について、仕様書や制限的な応札
条件を見直すこと等により、競争性のある契約方式への移
行に努める。
・競争性のない随意契約によらざるを得ない調達について、
各会計機関に設置された随意契約の採用の適否を審査す
る会議体を活用し、契約方式や事業者の選定理由を審査す
ることにより、適切な契約方式を確保する。

【少額随意契約の更なる改善】
・契約方式について、見積を徴する相手方を特定することな
く、調達内容等をホームページで公開した上で、見積合わせ
参加を希望する者から見積書の提出を受けるオープンカウ
ンター方式を活用し、新規事業者の応札機会を拡大する。
・少額随意契約とすることが可能な調達について、類似する
調達案件を集約し、一般競争に付すことにより、調達の競争
性を確保する。

【随意契約の見直し】
・１者応札となっている調達について、形式的な一般競争手
続きを是正するため、一者応札となった要因を分析し、その
要因が随意契約の理由として妥当性がある場合は類型化す
ることにより、適切な契約方式の活用に努める。
・随意契約の実施にあたっては、常続的に新規参入者の有
無を確認することで、透明性・公正性を確保する。

【事業者の準備期間及び契約履行期間の確保】
・調達手続きについて、入札公告時期や契約時期の早期化
により、受注を希望する事業者の準備期間を確保するととも
に、適正な契約が履行できるよう十分な履行期間を確保す
る。

【一者応札となった原因等の把握】
・一般競争入札について、応札意思があったが、応札に参加
しなかった事業者に対して、ヒアリングやアンケート調査を実
施し、入札に参加しなかった理由の把握・分析に努める。

その他の取組
調達改善計画 令和６年度防衛省自己評価結果（対象期間：４月１日～９月３０日）

具体的な取組内容
新規
継続
区分

取組の効果
(どのようなことをして、どうなったか）

【発注条件及び仕様書の見直し】
・発注条件について、競争入札を制限するような応札条件を
付すことなく、過度な制約とならないよう必要最低限の設定と
する。
・仕様書の作成に当たっては、調達の競争性を確保する。ま
た、仕様の要求内容の見直しに努める。

・建設工事について、調達の透明性・公正性を確保するた
め、一般競争入札による調達を実施するとともに、低価格入
札による品質低下を防ぎ、品質の確保を図る観点から、価
格以外の要素と価格とを総合的に評価して落札者を決定す
る総合評価落札方式の適用拡大に努める。

・海外出張経費等の精算及び高速道路料金の支払い（ＥＴＣ
カード）について、引き続き、事務負担の軽減を図るため、ク
レジットカード決済を活用した調達を実施する。
・また、図書や汎用品等の調達について、調達手続きの簡素
化や納入時期の早期化を図るため、インターネット調達によ
るクレジットカード決済の活用に努める。

・一括調達について、市ヶ谷地区や地方支分部局等の近傍
の官署間における一括調達の実施や対象品目の拡大に努
める。
・また、他省庁との共同調達の推進に努める。

・インセンティブ契約について、装備品等及び役務の調達価
格の低減を図るため、コスト削減効果の一部をインセンティ
ブ料としてコスト削減後の契約価格に加算する制度の促進
に努める。

様式２


